
 
 

  

Ⅲ．経営成績及び財政状態 

 

１． 当中間連結会計期間の概況 

 

（１）損益 

当中間連結会計期間は、「確固たる収益水準の確保」に向け、重点戦略分野における施策等

を展開し、収益力の強化に努めてまいりました。 

経常収益は、貸出金利息等の資金運用収益、投資信託関連手数料等の役務取引等収益及

びその他業務収益が増加する一方、株式売却益等のその他経常収益及び特定取引収益が減

少したこと等を要因に、前中間連結会計期間対比１．１％減の１兆７，５７８億円となり

ました。経常費用は、預金利息等の資金調達費用が増加したものの、前中間連結会計期間

において将来リスクへの対応力強化を目的として貸倒引当金の積み増し等を行ったこと

から、その他経常費用が大幅に減少し、前中間連結会計期間対比２２．２％減の     

１兆２，９４１億円となりました。 

その結果、経常利益は４，６３７億円、特別損益等を勘案した中間純利益は３，９２３

億円となりました。 

 

（２）業容 

預金は、前連結会計年度末対比７，６７６億円増加して６９兆２，４２５億円となり、

譲渡性預金は、同１，８３４億円減少して２兆５，２９７億円となりました。 

 一方、貸出金は、同１兆２，９５２億円増加し、５６兆９５０億円となりました。 

総資産は、同２兆５，０１９億円増加し、１０２兆２，３３８億円となりました。 

 

（３）純資産 

純資産額は、中間純利益の計上及びその他有価証券評価差額金の増加等により、前連結

会計年度末対比４，８６６億円増加して３兆２，６２３億円となりました。 

 

（４）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、資金の運用・調達や貸出金・預金の増減等

の「営業活動によるキャッシュ・フロー」が△９，５２７億円、有価証券の取得・売却や動

産不動産及びリース資産の取得・売却等の「投資活動によるキャッシュ・フロー」が      

８，８８２億円、劣後調達等の「財務活動によるキャッシュ・フロー」が１，７１５億円と

なりました。 

その結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は３兆３９５億円となりま

した。 

 

（５）セグメント 

事業の種類別では、銀行業、リース業、その他事業の内部取引消去前の経常収益シェアは、

銀行業が６４（前中間連結会計期間対比△１）％、リース業が２０（同＋１）％、その他事

業が１６（同＋０）％、となりました。 

また、所在地別の内部取引消去前の経常収益シェアは、日本が８８（前中間連結会計期間

対比△３）％、米州が５（同＋１）％、欧州、アジア・オセアニアは、各々３（同＋１）％、

４（同＋１）％となりました。 

 

（６）自己資本比率（第一基準）（速報値） 

連結自己資本比率は、１１．００％となりました。 
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２． 平成１８年３月期の見通し 

 

（１）業績全般に関する見通し 

 平成１８年３月期につきましては、「確固たる収益水準の確保」に向け、グループ各社のビ

ジネスの一層の強化や相互の連携を通じ、グループ全体の収益力を強化してまいります。  

業績の見通しは、連結経常収益３兆５，０００億円、連結経常利益８，５００億円、連結

当期純利益５，５００億円を予想しております。 

 また、当社単体の業績の見通しは、営業収益５４０億円、経常利益４８０億円、当期純利

益７００億円を予想しております。 

 

（２）利益配分に関する見通し 

当社の普通株式、優先株式の期末配当金につきましては、内部留保の水準を勘案し、次のと

おりとする予定であります。なお、中間配当は実施致しません。 

普通株式            １株当たり   ３，０００円 

第一種優先株式         １株当たり  １０，５００円 

第二種優先株式         １株当たり  ２８，５００円 

第三種優先株式          １株当たり  １３，７００円 

第１回～第12回第四種優先株式   １株当たり １３５，０００円 

第１回第六種優先株式      １株当たり   ８８，５００円 

 

（注）上記の配当予定額は、本年５月時点での見通しと同じであります。 

 

３． 事業等のリスク 

 

当社及び当社グループの経営成績又は財政状態に影響を及ぼす可能性のある事業その他に

関するリスクには、主に次のようなものがあります。当社は、これらリスク発生の可能性を

認識したうえで、発生を回避するための施策を講じるとともに、発生した場合には迅速かつ

適切な対応に努める所存であります。 

 

・不良債権残高及び与信関係費用が増加するリスク 

   ・保有株式に係るリスク 

   ・トレーディング業務、保有国債等に係るリスク 

   ・為替リスク 

   ・自己資本比率が悪化するリスク 

   ・当社グループに対する外部格付が低下するリスク 

   ・当社グループのビジネス戦略が奏功しないリスク 

   ・合弁事業、提携、買収及び経営統合が奏功しないリスク 

   ・各種の規制及び制度等の変更に伴うリスク 

 

    （注）上記の事項は、中間決算発表日現在において認識しているものであります。 
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